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１．はじめに 

 

低炭素社会の実現に向けて交通・都市構造/分野にて

取り組んでいくべきことは多く，道路や公共交通のサー

ビスレベル改善施策やTDM施策の導入に加え，集約型

都市構造への転換も望まれている1）．集約型都市構造は

移動距離の短縮，自動車から公共交通や自転車・徒歩へ

の利用交通手段転換が期待でき，環境負荷低減と都市活

動の効率化に寄与するとされる． 

都市圏レベルの都市構造評価としては，都心居住な

どのシナリオに応じて夜間人口や従業人口の人口配置を

外生的に設定することが多く2），自動車交通の混雑状況

を考慮し，発生・集中交通量（夜間人口・従業人口な

ど）を制約条件とした両側制約付き均衡モデル3-7）を適

用することで，現況把握やシナリオ評価ができる．利用

交通手段の変更は交通手段選択モデルを組み込むことで

反映することができるが，利用者属性の考慮，対象ゾー

ンの細分化などより詳細に記述される傾向にあり，集約

型都市構造の評価モデルとしてはマルチクラス型両側制

約付き統合均衡モデルが望ましいといえよう． 

Boyce and Bar-Gera7）はシカゴ都市圏を対象とした大

規模ネットワーク（自動車リンク数：39,000），詳細ゾ

ーン（ゾーン数：1,790）にマルチクラス型両側制約付

き統合均衡モデルを適用している．距離帯別OD交通量

の再現性は妥当であるが，ゾーン内々交通量や12地区間

OD交通量の再現性は低い結果となっている．この理由

としては，実データとして入手困難な詳細ゾーンレベル

のクラス別発生・集中交通量を制約条件として設定する

必要があり，その推計精度が低いことにあると考えられ

る．PT調査等で入手可能なゾーンレベルまでゾーンを

統合する推計手法も提案されているが8），予測対象外と

なる詳細ゾーンレベルでのOD交通量の再現性は高くは

なく，更なる改良が必要といえる．我が国では国勢調査

にて町丁・字等別の性・年齢階層別夜間人口と利用交通

手段構成（だたし，10年間隔），事業所・企業統計調査 
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で町丁・字等別の従業人口を把握することができるが，

個人属性別の従業人口・通学人口まで把握することはで

きない． 

一方，自動車の観測断面交通量等を用いてOD交通量

を推計・補正する手法が多数提案されている9）．なかで

もYang et al.10）は，交通混雑による利用者経路選択行動

を考慮できる均衡モデルを含む二段階最適化問題を提案

し，OD交通量推計と統合均衡モデルとの親和性は高ま

った． 

本研究では，都市圏レベルの都市構造の現況把握を

目的に，交通手段選択行動に影響を及ぼす個人属性別に

詳細ゾーンレベルの通勤・通学OD交通量の推計手法を

提案する．具体的には，Yang et al.10）のOD交通量推計

手法を参考に，詳細ゾーン間OD交通量を与件とした分

担－配分のマルチクラス型統合均衡モデルを下位問題，

複数の詳細ゾーンから構成される地区別従業・通学人口

（集中交通量）を制約条件としてOD交通量を推計する

エントロピー最大化モデル11）を上位問題とした二段階

最適化問題を定式化し，実都市圏に適用する．本提案モ

デルでは詳細ゾーン別に個人属性別従業人口・通学人口

を算出できるため，先述したマルチクラス型両側制約付

き統合均衡モデルの制約条件として用いることもできる． 

 

２．二段階最適化問題 

（1）マルチクラス型統合均衡モデル 

本研究で対象とする通勤・通学OD交通を行うに際し，

各個人の交通行動は図-1の通り，交通手段－経路選択か

らなるNested Logitモデルにて記述できると仮定する．

詳細ゾーンへの適用を前提とし，通学交通も対象とする

ことから交通手段選択肢は，自動車，鉄道，バスに加え

て自転車・徒歩も設定している． 

 

【交通手段】

自動車 鉄道 バス 徒歩

【経路】

経路1 経路2 経路k・・・経路1 経路2 ・・・ 経路k

【交通手段】

自動車 鉄道 バス 徒歩

【経路】

経路1 経路2 経路k・・・経路1 経路2 ・・・ 経路k

 

図-1 交通行動の選択ツリー構造 



ここで，利用者クラス別交通行動モデルを組み込ん

だマルチクラス型統合均衡モデルは，以下の等価最適化

問題として定式化できる． 
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ここで， 

)(at  ：自動車リンクaのリンクコスト関数 

m

ax  ：交通手段mのリンクaの交通量 

rsi

kmf ,

,
 ：利用者クラス i の OD ペア rs 間の交通手段 m

の経路kの交通量 

rsi

mq ,
 ：利用者クラス i の OD ペア rs 間の交通手段 m

の交通量 
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rsQ  ：利用者クラス iのODペアrs間の交通量 
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,'  ：利用者クラス i のOD ペア rs 間の交通手段m’

の経路kの交通一般化費用 
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,  ：リンク・経路の接続行列要素 
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 ：利用者クラスiのODペアrs間の交通手段mを利

用する際の確定効用項 
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2 ：スケールパラメータ 

 

（2）エントロピー最大化モデル 

詳細ゾーン間の個人属性別通勤・通学OD交通量を推

計するため，本研究ではエントロピー最大化モデルを援

用する．また，OD交通量を補正する外部データは，交

通手段別の観測リンク交通量と市区町村別従業人口・通

学人口とし，観測リンク交通量には調査対象年次のずれ

や通勤・通学交通以外（貨物車交通，非定期券利用者な

ど）の影響，市区町村別従業人口・通学人口には都市圏

外居住者の影響など誤差（平均値は0）を含むものとす

る．さらに，ターゲットOD交通量はPT調査データなど

を利用して推計されているとする．このとき，エントロ

ピー最大化モデルは以下のように定式化される． 
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ここで， 

i

rsQ̂  ：利用者クラス i の OD ペア rs 間のターゲット

交通量 

m

ax̂  ：交通手段mのリンクaの交通量【設定値】 

l

uD  ：市区町村uの職業 lの従業地側人口 

l

uD̂  ：市区町村uの職業 lの従業地側人口【設定値】 

i

rN  ：居住地ゾーン r の利用者クラス i の夜間人口

【設定値】 

l

i  ：利用者クラス i が職業 l に含まれる場合 1 とな

るダミー変数 

u

s  ：従業地ゾーン s が市区町村 u に含まれる場合 1

となるダミー変数 

],,|Pr[ mrsia ：利用者クラス i のOD ペア rs 間の交通

手段mの経路kにリンクaが含まれる割合 

 

観測交通量などの事前設定値のOD交通量に対する相

対的な信頼度（不確実性の重み）を考慮することもでき

るが12,13），本研究では同程度であると仮定している． 

式（2）から得られる各利用者クラスのOD交通量など

は，Lagrangian関数の1次の最適性条件から，以下のよ

うに算出される．  
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ここで， 

m

a ,
l

u ,
i

r ：制約条件式(2b)~(2d)に対応する Lagrangian

乗数 

m

aX ,
l

uX ,
i

rX ：各 Lagrangian 乗数を置換えたもの（例

えば， )exp( m

a

m

aX  ） 

 

また，各Lagrangian乗数は，制約条件式(2b)~(2d)と式

(3)から導出される次式を解くことで得られる． 
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（3）二段階最適化問題 

個人属性別の詳細ゾーンレベルの通勤・通学OD交通

量の推計手法は，個人属性別OD交通量を与件としたマ

ルチクラス別統合均衡モデル（式（1））を下位問題，

詳細ゾーン別個人属性別夜間人口を制約条件とし，観測

リンク交通量と市区町村別従業人口・通学人口にて個人

属性別OD交通量を補正するエントロピー最大化モデル

（式（2））を上位問題とする二段階最適化問題として

表現できる． 

二段階最適化問題の解法アルゴリズムはYang et al.10）

が提案する，上位問題と下位問題を繰り返して解くヒュ

ーリスティックな解法を援用する．具体的な手順は以下

の通りである． 

＜Step1＞ 

OD交通量
)(ni

rsQ （n=0，初回は別途推計されたターゲ

ットOD交通量）を与件として下位問題を解き，補正対

象のリンク利用率 ],,|Pr[ mrsia を算出する．ここで，

],,|Pr[ mrsia はNested Logitモデルから算出される． 
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rsi

mS ,
 ：利用者クラスiのODペアrs間を交通手段mで移

動するときの期待最小費用 

＜Step2＞ 

交通手段別観測リンク交通量，市区町村別従業人

口・通学人口を用意し，下位問題から算出されたリンク

利用率を用いて上位問題（式（4））から個人属性別OD

交通量を求める． 

【Step2-1】
)(ki

rX =1.0，k=0として，式（4a，4b）から

)(km

aX ，
)(kl

uX を算出する． 

【Step2-2】式（4c）から 
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＜Step3＞へ，そうでなければk=k+1として【Step2-2】

へ戻る． 

＜Step3＞ 

＜Step2＞で算出された
m

aX ,
l

uX ,
i

rX ，式（3a）より

利用者クラス別OD交通量
)(ni

rsQ を算出する． 

＜Step4＞ 
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なら終了，そうでなければn=n+1とし

て＜Step1＞へ戻る． 

 

３．名古屋都市圏への適用 

（1）前提条件 

２．で定式化した二段階最適化問題を名古屋都市圏

の個人属性別通勤・通学交通の算出に適用する．対象と

する名古屋都市圏はゾーン数515（名古屋市内16区は259

区分）であり，予測対象年次は2005年とする． 

ターゲットOD交通量は，2001年のPT調査データから

推計された既往研究14）の出勤・登校目的における活動

場所－交通手段－経路選択モデルのパラメータ，2005年

の交通ネットワークに対応したLOSデータ等から算出す

る．ここで，通勤・通学交通における交通手段選択等は

朝ピーク時（7-10時）の交通サービスレベル下で行なわ

れていると仮定し，自動車ネットワークはリンク交通容

量を3倍（3時間分相当），鉄道・バスは8時台のLOSデ

ータを設定した． 

また，ゾーン別の個人属性別夜間人口は，2005年国

勢調査（町丁・字等別）データから性別・年齢階層（5

~14歳，15~64歳，65歳以上）をゾーン別に集計し，直

近のPT調査から性・年齢階層別職業構成比，免許保有

率，自動車保有率を算出し，性別・年齢階層別・職業



別・免許保有有無別・自動車保有有無別夜間人口を設定

している． 

OD交通量を補正する外部データは2005年道路交通セ

ンサスデータ（朝ピーク時の自動車断面交通量，5箇

所），2005年大都市交通センサスデータ（定期券利用者

の初乗り・最終降車駅人員，各20駅），2005年国勢調査

データから集計した名古屋市内16区別従業人口・通学人

口である． 

 

（2）ケース設定 

本研究の提案手法の有効性を検証するため，以下の3

ケースを設定する． 

Case1：ターゲットOD交通量（初期OD交通量） 

Case2：名古屋市内16区別従業人口・通学人口で補正 

Case3：区別従業人口・通学人口に加えて，交通手段

   別観測リンク交通量にて補正 

また，現況再現性の確認は，名古屋市内16区別従業

地側人口，自動車リンク交通量，鉄道駅初乗り・最終降

車駅人員とする． 

 

（3）現況再現性の検証 

名古屋市区別従業人口・通学人口の再現性をみると

（表-1，図-2），マルチクラス型（居住地側人口制約付

き）統合均衡モデルで算出されたターゲットOD交通量

のCase1に比べて，従業地側人口を制約条件とすること

で改善されることが確認できる．推計差（国勢調査－推

計値）は従業人口・通学人口全体でCase1：－53千人か

らCase3：－6千人と小さくなっている．特に名古屋市外

から鉄道の利便性が高い名古屋駅周辺地区を含む中村区

は，従業地側人口の制約設定により大きく改善されてい

る． 

表-2の自動車リンク交通量の再現性は，観測データの

誤差が大きいと判断して対象箇所を尐なくしたことから

改善効果は小さくなっている．また，表-3の鉄道リンク

交通量の再現性をみると，従業地側人口のみを制約条件

とするCase2では十分な改善効果は得られず，Case3のよ

うに鉄道利用状況に関する補正情報を追加することで大

きく改善される．一方，採用する経路選択モデルの精度

の影響も大きくなるため，通勤・通学交通のように料金

弾性値が小さな習慣行動を対象とした経路選択モデルの

精緻化も重要となる． 

国勢調査から得られる町丁・字等別の従業人口を用

いた詳細ゾーン別従業人口の再現性，Boyce and Bar-Ge

ra7）の提案モデルにて精度が低かった地区間OD交通量

の再現性など更なる検証は必要であるが，統合均衡モデ

ルをそのまま適用する従来の従来のマルチクラス型両側

制約付き統合均衡モデルよりも，外部データ情報にて補

正する本研究の提案モデルは，より望ましい結果が得ら

表-1 ケース別従業人口・通学人口の推計精度 

従業人口 通学人口 合計 従業人口 通学人口 合計 従業人口 通学人口 合計

相関係数 0.992 0.625 0.983 0.997 0.712 0.993 0.998 0.787 0.997

回帰係数 0.990 0.963 0.982 0.987 0.974 0.983 1.002 0.991 0.997

RMSE （人） 8,640 6,416 11,417 4,502 5,742 6,946 4,082 4,463 4,777

推計差（人） -50,111 -2,605 -52,716 -25,360 -2,957 -28,317 -11,099 5,450 -5,650

Case1 Case2 Case3
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図-2 ケース別区別従業地側人口の推計結果 

表-2 ケース別自動車リンク交通量の推計精度       表-3 ケース別鉄道リンク交通量の推計精度 

Case1 Case2 Case3

相関係数 0.655 0.657 0.656

回帰係数 1.190 1.133 1.139

RMSE （台） 3,817 3,566 3,597

   

初乗り駅 最終降車駅 初乗り駅 最終降車駅 初乗り駅 最終降車駅

相関係数 0.599 0.752 0.609 0.748 0.846 0.813

回帰係数 0.684 0.730 0.757 0.749 0.712 0.850

RMSE （人） 3,311 5,885 3,085 5,677 1,932 5,016

Case3Case1 Case2

 



れる可能性は高いといえよう． 

 

４．おわりに 

 

本研究では都市構造評価の基礎情報として，詳細なゾ

ーンレベルにて個人属性別の通勤・通学OD交通量の把

握の必要性，また都市構造評価モデルの1つであるマル

チクラス型両側制約付き統合均衡モデルの適用の際に事

前準備する必要がある利用者クラス別従業地側人口の設

定の難しさを問題背景として，マルチクラス統合均衡モ

デルとエントロピー最大化モデルを組み合わせた二段階

最適化問題を提案し，名古屋都市圏の通勤・通学交通の

推計に適用した．更なる再現性検証は必要であるが，概

ね妥当な結果が得られることが確認できた． 

集約型都市圏構造の評価としては，本提案モデルから

算出される個人属性別通勤・通学交通（詳細ゾーンレベ

ルでの個人属性別居住地側人口・従業地側人口）を用い

ることで，例えば鉄道駅周辺ゾーンへの人口集約シナリ

オに沿う人口配置に制約条件を変更し，マルチクラス型

両側制約付き統合均衡モデルを適用することで，導入効

果を詳細かつ精緻に分析することができるだろう．また，

将来目標年次を対象とする場合，詳細ゾーンレベルの夜

間人口予測15）や土地利用・交通モデルによる市区町村

別（従業地側）人口予測16）などと本提案モデルを組み

あわせることで，将来の都市構造シナリオ評価を行うこ

とができると考える． 
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